
 1 / 10 

 

 

 

温  暖  化 

 

環境省と経済産業省は 2030 年の温室効果ガス削

減目標を「13 年比 26%減」とする政府案を示しま

した。工場などの産業部門の削減率は 13 年比 6.5%

減の一方、オフイスや家庭に 40%近い削減をも混ん

でいます。これらの分野全体では 21.9%減る見込み

です。さらに森林などによるCO2 の吸収で 2.6%減、

代替フロンなどは 1.5%削減して、計 26%の削減に

なります。 

 

（2015.5.1 朝日朝刊より） 

政府がまとめた 2030 年までの温暖化ガス排出量

の削減目標について、安倍首相が下記の 3 つの指示

を出していたことがわかりました。 

 

（2015.5.2 日経朝刊より） 

 

日本経済研究センターのプロジェクト「エネルギ

ー・環境選択の未来」の提言は、CO2 大幅削減と経

済成長の同時達成が可能、長期的な原油価格上昇予

測で省エネが進み、日本は温暖化申しの国際ルール

作りを主導できるとしています。 

 

（2015.5.8 日経朝刊より） 

地球温暖化の原因となる CO2 について、世界の

エネルギー問題は何を議論すべきか？  

 

 

 

2015 年 6月 1 日 

3.11 以降私たちはどのようなエネルギーを使うべきか、 

また将来に向け、今どのような電源構成が必要か 
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大気中の濃度が 3月、月平均で 400.83ppmとなり、

観測史上初めて 400ppm を超えました。工業化以前

からは 120ppm 増えており、増加の半分が 1980 年

以降に起きています。 

 

中国の CO2 の排出量が 1990 年以降の累積で

2016 年に米国を超えて世界 1 位になる見通しとな

りました。中国は過去に CO2 を大量排出してきた

日欧米に地球温暖化の責任があると主張してきまし

た。累積の排出量が逆転することで中国も温暖化対

策で相応の責任を果たすべきだとの声が国際社会で

強まりそうです。 

 

（2015.5.16 日経夕刊より） 

 

気候感度を 2.5 と仮定すれば、CO2 を１㌧減らす

のに必要なコストは９割近く減らせ、現実味が増し

ます。温暖化対策はCO2の増加による気温上昇も、

その影響も、不確実性が大きいなかで決めなければ

ならないところに難しさがあります。 

 

（2015.5.22 日経朝刊より） 

エネルギーミックスの論点 

 

➀電源分配の指針 

経産省は安全性を大前提に、3つの目標を軸に 

1. エネルギー自給率を震災以前の水準を上

回る 25%程度まで改善する 

2. 電源コストを現在より下げる 

3. 欧米諸国に遜色のない温暖化ガスの削減

目標を掲げる 

です。しかし、構成案に示された電源の配分はい

ずれも実現は簡単ではなく、課題を残しています。 

②原発、一定比率を維持 

原発比率 20～22%という数字には、3.11以降に上

昇する電源コストを下げ、温暖化ガスの排出量を

減らすには再生エネや省エネだけでは限界があり、

原発の一定規模の活用は不可避との判断がありま

す。しかし、国内の原発の運転開始から 40年です

べて廃炉にした場合、2030年時点までまかなえる

電力は 15%程度にとどまるため、原発比率 20～22%

を維持するためには老朽原発の運転期間を延ばす

必要があります。 

③再生エネ、2倍超に 

電源構成案は電力コストを下げることを目標の一

つに位置づけました。そのためには買い取り費用

の上限は 4兆円にとどめる必要があると判断しま

した。再生エネの中でも地熱やバイオマスを最大

限盛り込んだうえで、コスト許容を許容できる範

囲で太陽光を 7%、風力 1.7%に伸ばす目標を導き出

しました。 

④省エネ、目標実現のカギ 

経済産業省の案では年 1.7%の経済成長を前提に

省エネ対策の積み上げで 1次エネルギー消費量を、

対策を取らない場合に比べて 13%減らします。一

定の成長を実現するために必要となる最終エネル

ギー量を示すエネルギー効率は、2030年までに

2012年比で 35%改善しなければなりません。 

⑤CO2 削減に新目標 

電力小売りの全面自由化を 2016年に控え、エネル

ギー各社が発電コストの安い石炭火力の建設に動

いています。日本の石炭火力発電は世界最高の効

率を誇っており、これらを海外に建設し、、温暖化

ガス排出を減らした企業に優先的に国内での建設

を認めるなどの仕組みを考えるべきである。 

（2015.5.18～22 日経朝刊より） 
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2030年度の電気をどう賄うかを決める政府の電

源構成案が固まりました。経済産業省は原発の割合

を 20～22%、再生可能エネルギーを 22～24％とする

報告書を公表しました。古くなった原発の「延命」

を前提にした内容で、政府は電力会社が原発を維持

できるよう、国の関与を強める方向です。総合エネ

ルギー調査会の専門員会で「国民への説明が必要」

などの指摘があり、経産省は 6月以降に修正案を示

す方針で、最終決定は 7月になりそうです。 

 

（2015.5.28 朝日朝刊より） 

 

「原発比率が 20～22%になる案は『原発依存度を

可能な限り減らす』とした政府のエネルギー基本計

画と相いれない」として橘川武郎・高村ゆかり・河

野康子の 3氏が政府案に異議申し立てを唱えました。 

 

（2015.5.28 日経朝刊より） 

 

電    力 

 

関西電力の 2015 年 3 月期決算は、4 年連続の赤

字でした。原発重視の方針は変えず、再値上げで黒

字化を狙います。 

 

（2015.5.1 朝日朝刊より） 

首都圏需要に向けに計画中の火力発電所の合計出

力が約 1300 万 kW と、原子力発電所 13 基分（総投

資額が 2兆円を上回る）に上ることがわかりました。

コスト競争力を通じた電気料金の抑制が期待できる

一方で、供給過剰の懸念もあり、計画通りに建設が

進むか不透明な面もあります。 

 

（2015.5.6 日経朝刊より） 

 

東京電力は 2016 年春の電力小売り全面自由化を

にらみ、国内各地でガス事業会社との連携に乗り出

します。まず、関東が地盤の日本瓦斯、静岡県が本

拠地 TOKAI ホールディングスの 2 社と交渉に入り

ました。 
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（2015.5.13 日経朝刊より） 

 

関西電力の家庭向け電気料金が、平均 8.36%上が

る見通しとなりました。10 月以降は、原発事故を起

こした東京電力並みの高さになります。 

 

（2015.5.13 朝日朝刊より） 

 

関西電力の家庭向けの料金再値上げが認可されま

した。６月から平均 8.36%値上げし、9 月までの夏

場は値上げ幅を圧縮します。再値上げにより、他社

との価格競争が低下すると見込まれ、来春の電力小

売り自由化に向けて一層の経営努力が必要になりそ

うです。 

 

（2015.5..19 日経朝刊より） 

 

天 然 ガ ス 

 

バルト沿岸諸国が、LNG のロシア依存度を引き

下げる動きをみせています。これまではほぼすべて

をロシアから輸入していたリトアニアはノルウェー

から輸入を開始しています。ポーランドやフィンラ

ンドも中東などからの輸入を始めます。ガス輸出を

政治利用しかねないロシアに依存するリスクを減ら

すとともに、調達を多様化して価格交渉力を高める

ことも狙いです。 

 

（2015.5.4 日経朝刊より） 

 

ロシアの石油・ガス産業が中国への依存を深めて

います。現在、関係が深かった欧米とウクライナ危

機を巡って対立しており、最近は設備投資や供給先

に中国が関わっています。 
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（2015.5.14 朝日朝刊より） 

 

三井物産などが権益を持つモザンビークの LNG

基地を、千代田化工建設が受注する見通しとなりま

した。LNG の生産能力は年 1200 万㌧、1 兆円規模

と見られています。 

（2015.5.19 日経朝刊より） 

 

東京電力はタイ発電公社と LNG の共同調達に乗

り出します。LNG は世界で需要が高まっており輸

送、発電まで一貫して協力してコスト競争力を高め

ます。 

一方丸紅はコスト競争力があり安定的に生産でき

る米シェールガス分野の投資を検討しています。 

 

米シェールオイル生産量の頭打ちが鮮明になって

きました。原油安を受けてシェール企業が投資を削

減しました。生産設備のリグの稼働数はピーク時に

比べ約６割減少し、米シェール主要７鉱区の原油生

産量は 2 カ月連続で減少する見通しです。シェール

オイルの生産減少が続けば、原油価格を下支えする

要因になりそうです。 

 

（2015.5.20 日経朝刊より） 

 

米国で天然ガス価格が反発しています。米指標価

格は 100 万 BTU あたり 3 ㌦を超え、4 か月ぶりに

高値を付けました。日本向け LNG のスポット価格

は低迷し、日米の価格差は縮小基調にあります。日

本にとって米国産の LNG の割安感が薄れかねませ

ん。 

 

（2015.5.20 日経朝刊より） 

 

LNG の運搬船のスポット用船料が過去最低の水

準にあります。アジア市場で LNG がだぶつき、ス

ポット取引が盛り上がっておらず、低迷が長引けば、

電力各社の調達コストを抑える可能性があります。 

 

（2015.5.26 日経朝刊より） 

 

丸紅はタイの国営エネルギー会社などとミャンマ

ーで高効率のガス火力発電所を建設します。総事業

費は約 400 億円で、発電能力は約 40 万 kW と中心

都市ヤンゴンでは最大規模となります。 

 

（2015.5.27 日経朝刊より） 
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再 エ ネ 

 

日立造船は 2020 年度に風力発電事業で 500 億円

規模の売り上げを狙います。同社の初設備（秋田市）

は標準家庭で約 1400 世帯に相当する約 2000kWで

すが、来春には隣接地に設備を増強し 4000kW に引

き上げます。 

宇宙空間に浮かべた太陽光パネルでつくった電力

を地球に無線で送り、日本のエネルギー問題の解決

に役立てる計画の第一歩となる無線給電の実証実験

に JAXA などが成功しました。 

 

（2015.5.8 日経朝刊より） 

 

九州電力は再生可能エネルギーのFITに基づく電

力の買い取りをめぐり、鹿児島県の種子島の太陽光

発電事業者に対して送電を止めるよう要請したと発

表しました。 

 

J-パワー、三菱マテリアル、三菱ガス化学の 3 社

は秋田県湯沢市で大規模地熱発電所の建設を始めま

した。発電能力は 8 万世帯の年間電力消費量に相当

する 4 万 2 千 kW で事業費は約 300 億円。計画通り

2019 年に運転が始まれば 1 万 kW 超の地熱発電所

として 23 年ぶりの稼働となります。 

 

（2015.5.26 日経朝刊より） 

原    発 

 

福島第一原発の汚染水対策で建屋地下を氷の壁で

囲む「凍土壁」の計画で、東京電力は 4 月 30 日試

験凍結を始めました。 

 

（2015.4.30 朝日朝刊より） 

 

4 月 30 日、関西電力は運転再開から 40 年になる

高浜原発 1,2 号機について、60 年まで運転を延長す

るための申請を原子力規制委員会に提出しました。

新規制基準による通常の審査も通っていないと認可

が出ないため、2016 年 7 月の期限に間に合うかど

うかが焦点になります。 

 

原子力規制委員会の有識者会合は、関西電力美浜

原子力発電所の敷地内にある断層について「活断層

ではない可能性が高い」と結論づける評価書案を公

表しました。 

 

（2015.5.8 日経夕刊より） 
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（2015.5.9 日経朝刊より） 

 

原子力規制委員会の有識者会合は運転中止中の北

陸電力志賀原発の 1号機原子炉建屋など重要施設の

直下にある断層について、活断層の可能性が否定で

きないとする見解で一致しました。 

 

（2015.5.14 朝日朝刊より） 

 

四国電力の伊方原子力発電所 3号機が原子力規制

委員会による再稼働に向けた安全審査に合格する見

通しとなりました。すでに合格した川内原発、高浜

原発を合わせ「先行組」が出揃いました。ただ地元

の同意や司法判断など再稼働に至るまでクリアすべ

き課題は多く、伊方原発が目標とする今冬に再稼働

できるかは不透明です。 

 

 

（2015.5.20 日経朝刊より） 

 

原発の使用済み核燃料から出る高レベル放射性廃

棄物の処分地選定について公募に頼る従来の方式か

ら、国が主導して選ぶ方式に転換する基本方式を閣

議決定しました。一方、原発が再稼働すれば使用済

み核燃料は増え、保管場所の確保が差し迫った課題

となっています。 

 

（2015.5.23 朝日朝刊より） 

 

原子力規制委員会は九州電力川内原発の運転や事

故時の対応手順を定め「保全規定」を認可しました。

これで再稼働の前提となる 3つの許認可について、

すべての審査が終わりました。九電は設備の検査を

経て、7月下旬に 1号機、9月下旬に 2号機を再稼働

させる方針です。 
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運転開始から 40年前後になる関西電力高浜原発

1,2号機の運転延長に向けた審査が原子力規制員会

で始まりました。 

 

（2015.5.29 朝日朝刊より） 

 

東京電力は福島第一原発のタンクにたまった高濃

度汚染水について、放射性物質を減らす処理が「完

了した」とは発表しました。 

 

（2015.5.27 朝日夕刊より） 

毎日新たに汚染水が生まれる状況は変わらず、処

理した後の水の行方も決まっていません。汚染水問

題解決への道のりは遠いです。 

 

 

（2015.5.28 朝日朝刊より） 

 

動き出す水素社会 

 

➀日本が開いた利活用の端緒 

「水素」を「電気」、「熱」に次ぐ、2次エネルギ

ーとして有効活用する取組みがあります。水素は

工場の副生水素、天然ガスの改質、水の電気分解、

バイオマスのガス化など、国内にある多様な 1次

エネルギーから人工的に作り出せます。しかし、

製造方法によってはメリット・デメリットがあり

ます。さらに、水素のサプライチェーン全体の整

備が必要となります。これらの一体的な解決には、

社会構造の変化を伴うような大規模な体制整備と

長期的な取り組みが必要となります。 
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②普及実現へ 3段階の工程表 

2014年 6月に公表された「水素・燃料電池戦略ロ

ードマップ」では水素のサプライチェーンである

「製造」、「輸送・貯蔵」、「利用」の各分野につい

て 3つのフェーズによって課題を解決し、水素社

会の実現を目指すとしています。 

 

③可能性広げる定置用燃料電池 

都市ガス・LP ガスから取り出した水素を利用

して発電する定置用燃料電池は、排熱を給油に

利用できるコージェネレーションシステムの一

つであり、小規模ながらエネルギー効率が高い

特性を持っています。一方、2017年には大出力

の業務・産業用根燃料電池の市場投入が見込ま

れています。省エネと CO2 排出削減効果に加

えて、非常時に電力を確保することで BCP が

可能となります。 

 

④しのぎ削るエコカー開発 

日本の FCV は化石燃料などの改質により製造さ

れた水素利用が主流であり、、原料の採掘から走行

までのエネルギー効率とCO2排出量はHVの約8

割ですが、EV よりは多いです。現在、水素は１

㌔あたり 1000~1100 円で販売されており、HV の

燃料代と同等か EV の電気代より高い水準です。

究極のエコカー実用化への道のりは、始まったば

かりです。 

 

⑤ステーション整備が課題 

水素ステーションには➀オンサイト型、②オフサ

イト型、③移動式がありますが、給油所の倍数と

なる高額な設置・運営費用のほか、水素の取り扱

いに関する規制などへの対応といった課題が残っ

ています。FCV の普及は、民間事業者が採算の見

込める水素ステーションの経営を早期に実現でき

るかがカギとなります。 

 

⑥需要喚起し費用逓減必要 

コストの内訳は、原料水素約 2割を含め、「製造・

輸送」が約 4 割で、「水素ステーション」が約 6

割です。大量の水素需要を喚起することも大きな

課題で、発電に水素を用いるなど大口需要を確保

することも必要である。 

 

⑦規制見直して民間投資促進 
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国は水素関連の製造・管理コストを低減し、民間

投資を促すため、海外に比べ厳しいと言われる規

制の見直しに着手しています。 

 
⑧工業地帯と一体で活用促進 

水素を既存の資源として活用できる地域では、水

素社会の実現に向けた取り組みが先行して進めら

れています。 

 

（2015.5.18～26 日経朝刊より） 

 

そ  の  他 

 

 

（2015.5.1 朝日朝刊より） 


